
（一　般　会　計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働部関係職員費

前年度予算額 本年度要求額
義 務 ( 1,710,235 ) ( 1,737,326 )

1,828,465 1,858,874

・産業労働部職員にかかる給与費

労働関係職員費 135,404

職業能力開発校職員費 382,608

商業総務職員費 317,361

工鉱業総務職員費 456,009

工業技術センター職員費 425,872

観光関係職員費 141,620

前年度予算額 本年度要求額

人件費計 ( 1,710,235 ) ( 1,737,326 )

1,828,465 1,858,874

平成２８年度　当初予算要求額事項別一覧

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額
義 務 ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000

説　明 ・事業費の確定による精算返納金

前年度予算額 本年度要求額

その他計 ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000

前年度予算額 本年度要求額

( 1,720,235 ) ( 1,747,326 )

1,838,465 1,868,874

義務的
経費計
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 商工施策推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 267,359 ) ( 264,894 )

320,012 287,587

①商工行政推進費 40,560

　商工行政推進のために要する通信費等の事務費

②中小企業振興審議会運営費 167

③県有施設維持管理費 21,057

　産業労働部関係の施設・設備等の修繕に要する経費

④ジェトロ岡山事務所負担金 9,540

　岡山貿易情報センターの設置・運営に要する経費

166,218

　ＰＦＩ事業による施設整備及び運営に係るサービス購入費等

⑥岡山セラミックスセンター管理運営費 15,980

　指定管理等に係る管理運営費

⑦テクノサポート管理運営費 33,140

　指定管理等に係る管理運営費

⑧勤労者福祉施設管理運営費 925

　勤労者福祉施設の管理運営に要する経費

説　明

・商工行政推進のための運営及び公の施設等の管理、見直し等に要する経費

　中小企業振興に関する総合的施策の樹立についての意見の具申等に関する事務に要
する経費

⑤岡山リサーチパークインキュベーションセンター管理運営費
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分　類 事　項　名 企業立地推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,998 ) ( 2,270 )

1,998 2,270

・企業誘致の促進のための調査・調整等に要する経費

①企業立地対策促進費 2,270

　企業立地資格認定審査委員会に要する経費等

分　類 事　項　名 観光事業指導運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 2,295 ) ( 2,295 )

2,540 2,531

・観光行政の推進に要する経費

①観光振興指導 500

説　明 　鏡野町へキャンプ場跡地の管理等に要する経費

②観光団体助成 1,795

　日本観光振興協会等に対する助成のための経費

③旅行業法事業 236

　旅行業に関する研修及び会議への参加に要する経費

説　明
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分　類 事　項　名 中小企業振興支援費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 20,454 ) ( 20,284 )

20,612 20,442

①中小企業団体支援費 321

②特別会計貸付金事業推進費 18,557

説　明

1,143

　大規模小売店舗立地審査会に要する経費

④貸金業対策費等 421

　貸金業法に基づく貸金業者の登録、報告徴収及び立ち入り検査に要する経費等

分　類 事　項　名 計量法施行費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 22,303 ) ( 23,419 )

32,771 32,771

・計量管理センターの管理運営及び検定検査、登録、指導等に要する経費

①事務所運営費 5,331

説　明 　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

②検定検査及び業務費 27,219

　検定検査業務委託等に要する経費

③計量適正化指導費 221

　計量知識の普及を図るための主任計量者講習会に要する経費

・中小企業団体等の指導等及び大規模小売店舗の届出の審査及び指導等に要する経費

　中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律に基づき組合の指導監督を
行う経費等

　特別会計で行っている貸付金業務の管理、債権回収に要する委託経費に要する経費

③大規模小売店舗立地法施行事業費
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分　類 事　項　名 労政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,825 ) ( 1,824 )

2,033 2,032

・労働行政の推進及び労働組合の指導に要する経費

①労政運営費 351

　労働問題懇談会開催経費等

②技能検定指導監督費 936

　職業能力開発促進大会の開催事務費及び技能検定試験に要する経費

③職業能力開発審議会費 537

　職業能力開発計画等を調整審議するための審議会に要する経費

④指導員試験免許費 208

　職業訓練を担当する指導員になるための試験に要する経費

分　類 事　項　名 職業能力開発校運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 60,889 ) ( 52,827 )

65,432 57,315

・高等技術専門校の管理運営に要する経費

①職業能力開発校管理運営費 35,552

　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

説　明 ②寄宿舎管理運営費 12,739

③技能訓練普及促進事業 319

　職業能力開発校のＰＲに要する経費

④一般施設等整備事業 8,705

　訓練用機械の購入等に要する経費等

説　明

　自宅から遠距離のため訓練を受けることが不可能な新規学卒者等訓練生に対して設置し
ている寄宿舎の運営費
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分　類 事　項　名 岡山光量子科学研究所運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 36,132 ) ( 23,985 )

36,372 24,450

説　明 ・岡山光量子科学研究所の管理運営に要する経費

①岡山光量子科学研究所運営費 24,450

分　類 事　項　名 工業技術センター運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 265,275 ) ( 265,275 )

301,643 301,643

・工業技術センターの管理運営に要する経費

①一般管理費　　　　　　　 185,653

　　光熱水費、施設管理委託等の管理運営費

②機器保守管理費　　　　 104,816

説　明 　　機器の保守委託及び機器リース料等

③技術相談普及費 2,182

　　技術指導及び技術調査に要する経費

④受託研究等処理費 4,494

　　企業からの委託を受けて研究を実施するための経費

⑤分析試験等処理費 4,498

　　企業からの依頼を受けて、成分や性能等に関する試験分析に要する経費
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分　類 事　項　名 大阪事務所運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 23,642 ) ( 23,496 )

24,826 24,830

説　明 ・大阪事務所の運営及び活動に要する経費

①大阪事務所運営費 24,830

前年度予算額 本年度要求額

運営費計 ( 702,172 ) ( 680,569 )

808,239 755,871
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 光量子科学研究推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 8,951 ) ( 8,504 )

20,050 11,831

①光量子科学研究推進費 9,621

　　　電子ジャーナル接続利用料

　　　研究員活動費等

②｢集まれ！科学好き」開催事業費 2,210

　科学系サークル活動を行う中高生に研究発表の場を提供する発表展示会、大学・試験研
究機関・企業で活躍する研究者・技術者との座談会の開催説　明

　研究員向けセミナーの開催、電子ジャーナル（WEB版学術雑誌）の利用、研究員の活動
費等

6,698

2,923
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分　類 事　項　名 企業誘致等対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,985,887 ) ( 1,431,324 )

2,036,459 1,531,849

①企業立地促進補助金交付事業 1,242,015

　・新企業立地促進補助金 41件

　・新物流施設誘致促進補助金 11件

　・大規模工場等立地促進補助金　8件

　・拠点工場化等投資促進補助金　3件

    うち【重点事業】

新　・再投資サポート事業補助金

　・県事務費

②先端企業等立地促進対策事業等 46,730

    うち【重点事業】

　・晴れの国おかやまの立地環境PR事業（企業立地セミナー） 

③市町村営団地開発支援事業 104,242

　企業ニーズを反映した適地選定等について提案、支援を行う。

    うち【重点事業】

　　・市町村営団地開発促進事業補助金 100,000

138,862

262,216

7,500

181

　東京事務所、大阪事務所における企業誘致活動費、首都圏、関西圏及び中京圏の企業
を対象に開催する晴れの国おかやまの立地環境ＰＲ事業等

④内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計繰出金

説　明

　本県産業の振興と地域の活性化を図るため、立地企業に対し補助

235,178

5,580

731,360

12,661
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分　類 事　項　名 事業内職業訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 3,669 ) ( 3,486 )

7,338 6,971

・認定職業訓練助成事業 6,971

分　類 事　項　名 技術振興事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 51,913 ) ( 63,892 )

502,603 524,568

①研究開発促進事業費 14,695

　・研究開発支援事業

　  うち【重点事業】

　・きらめき岡山創成ファンド支援事業

②基盤技術研究推進費 348,236

　・研究開発の推進

　・機器の整備

③ミクロものづくり推進事業費 20,678

　・ネットワークの強化やブランド形成

　・研究開発等のコーディネート

　・ものづくり人材育成等

　  うち【重点事業】

　　　ものづくり人材育成事業

④次世代自動車クラスター形成推進事業費 112,440

⑤メディカルテクノバレー構想推進事業費 22,901

　  ・メディカルテクノバレー形成推進事業

　  ・医療機器開発プロモート事業

【重点事業】

新⑥航空機産業クラスター形成推進事業費 5,618

　おかやまメディカルイノベーションセンターのＰＲ活動等、医療産業クラスターの形成を目
指した産学官連携活動の推進

7,563

15,338

　県内の精密生産技術分野の企業集積を生かした岡山版産業クラスターの形成を図る。

8,289

4,959

7,430

4,601

　おかやま次世代自動車技術研究開発プロジェクトに要する経費

説　明

　新技術・新製品開発のきっかけづくりから、研究開発の推進までの総合的な支援

7,760

6,935

　ものづくりを支える基盤技術の研究開発を推進

135,708

212,528

説　明 　中小企業事業主又はその団体等が知事の認定を受けて実施する職業訓練校の運営費、
整備費の一部を助成する。（補助率　2/3以内）
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分　類 事　項　名 貿易等経済国際化対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 29,238 ) ( 28,171 )

29,238 28,171

①経済国際化連携支援事業 684

②岡山県国際経済交流協会支援事業 3,684

　・国際ビジネスサポート体制強化事業

③海外経済ミッション派遣・受入事業 5,193

　・海外経済ミッション派遣・受入事業

　・海外トップセールス事業

④戦略的国際リンケージ強化事業 12,276

　・上海事務所委託事業

　・アジアビジネスサポート窓口設置事業

⑤海外派遣人材等育成事業 900

　海外派遣人材育成講座、駐在員派遣手続等整備講座の開催

⑥ネットワーク活用新分野進出支援事業 5,434

　国内外のネットワークを活用し、実践的ビジネススキル等を学ぶセミナーの開催

説　明

　貿易・投資環境、市場動向等に関するセミナーや個別相談会の開催

　・岡山県国際経済交流協会支援事業 400

3,284

853

4,340

8,476

3,800
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分　類 事　項　名 次世代産業育成事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 18,830 ) ( 0 )

77,275 51,863

【重点事業】

①次世代産業研究開発産学官連携強化事業 10,692

②次世代産業研究開発プロジェクト創成事業 30,368

③電池関連技術等研究推進事業 5,418

④次世代産業関連先導技術等研究推進事業 1,170

⑤次世代産業ニーズ・シーズマッチング事業 4,215

説　明

　新エネルギー関連分野等の次世代産業分野への参入を目指す県内企業と大学等の研
究者のマッチングを推進する。

　次世代産業分野での産学官連携による共同研究開発プロジェクトの創成を支援する。

　県内企業に対して、電池関連をはじめ新エネルギー関連分野における新技術、新製品開
発に係る情報提供を行う。

　県内企業の水素関連分野への参入促進に向けた知識の修得や研究開発テーマの検討
を行う。

　次世代産業分野における県内企業のシーズとニーズ企業のマッチング支援を行う。
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分　類 事　項　名 販路開拓支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 99,076 ) ( 114,018 )

99,076 145,773

①下請企業振興事業 82,261

　・指導員等整備事業

　・支援体制整備事業

　・取引情報提供事業

【重点事業】

②おかやまテクノロジー展開催事業 37,577

【重点事業】

③岡山フードバレー推進事業 14,153

【重点事業】

新④新商品販路開拓総合支援事業 11,782

　主に機械系ものづくり企業が出展する展示商談会を開催し、効果的な商談機会を提供す
るとともに、ものづくり県岡山をＰＲする。

　フードサポートセンターを運営し、食品産業のサプライチェーンを構築する。

　バイヤー目線のセミナーやテストマーケティングを実施し、商品の改良を支援するとともに、
大規模見本市への出展により、販路開拓を支援する。

説　明

　下請取引のあっせん、経営・技術の相談指導事業、情報収集提供、苦情紛争の処理、そ
の他下請企業の経営の安定を図るための事業等に対して補助する。（下請中小企業振興
法）

58,126

　　指導員の人件費等

3,156

　　支援機関等連絡会議の開催、支援担当者の能力向上に向けた取り組み等

20,979

　　受発注情報等の収集提供、国内外での商談会開催、見本市への出展等
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分　類 事　項　名 岡山デニム世界進出支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 5,000 ) ( 4,750 )

5,000 4,750

①岡山デニム世界進出支援事業 4,750

分　類 事　項　名 産学官連携推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 4,054 ) ( 12,418 )

4,054 26,618

【重点事業】

①水島コンビナート競争力強化事業 11,541

　　・水島工業地帯産学官連携推進事業　　　　　519

　　・水島コンビナート水素・オフガスハイウェイ構築推進事業　　　1,151

　　・水島コンビナートニーズシーズマッチング支援事業　　　950

新 　　・水素利活用に向けたＦＳ（事業可能性）調査事業　　　8,921

②産学官連携推進会議運営事業 388

　岡山・産学官連携推進会議の運営に要する経費

【重点事業】

③産学金官連携強化事業 10,558

④知的財産権活用等推進事業 631

【重点事業】

新⑤知財活用人材育成事業 3,500

　知財専門コーディネーター活動費

　知財戦略、侵害対策等の専門研修等

説　明

　水島工業地帯の国際競争力強化の支援等

　　　　水島コンビナート発展推進協議会の開催等

　　　　コンビナート内の水素・オフガスネットワークの構築に向けた研究会の開催

　　　　県内企業と水島コンビナート立地企業との連携推進

　　　　行政と企業の取組方策研究、可能性調査等

　産学金官連携コーディネーターによる金融機関との連携強化

説　明 　海外展示会出展補助
　1/2補助（上限500千円）
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分　類 事　項　名

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 404 ) ( 624 )

50,323 49,275

【重点事業】

①バイオマスイノベーション創出実用化支援事業 12,643

　・セルロースナノファイバー実用化支援事業

　・木質バイオマス素材実用化支援事業

　・研究開発サポート体制の確保等

②バイオマスイノベーション・シーズ創出事業 19,000

　・バイオマスイノベーション創出拠点形成事業

③おかやまバイオマスネットワーク構築事業 9,632

④岡山発セルロースナノファイバー競争力強化支援事業 8,000

説　明

   県内企業等による新素材の製品化技術や用途開発を支援する。

8,000

2,000

2,643

　バイオマスの高度利用技術に関する先導的研究を行う共同研究拠点を設置・運営すると
ともに、県内の大学等が有する研究シーズを汲み入れ、さらなる優位性確保のための研究
開発を推進する。

19,000

　産学官連携のネットワーク組織を構築し、木質バイオマスの利活用に係るニーズ調査、各
種業界団体とのマッチングを行うことで、事業化の動向把握や商機拡大を図る。

　ＣＮＦ等の実用化に向けた素材開発として、価格競争力、使いやすさなどを兼ね備えたＣ
ＮＦ等の供給技術の研究開発や研究体制、開発ニーズの把握等に取り組む企業を支援す
る。

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費
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分　類 事　項　名 ベンチャー創出育成推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 9,761 ) ( 16,807 )

9,761 22,007

①ベンチャー発掘育成事業 4,533

【重点事業】

10,400

4,740

【重点事業】

新 2,334

分　類 事　項　名 中小企業経営革新支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 18,754 ) ( 28,158 )

18,754 38,099

①中小企業経営革新支援事業 18,216

【重点事業】

②経営革新計画推進事業 19,883

　「経営革新計画」の策定を前提に新事業展開に必要な人材の派遣を行う。

説　明

　経営革新計画の審査・承認、普及啓発、フォローアップ調査等
　（中小企業新事業活動促進法）

説　明

　起業予定者等に対する資金調達支援や支援ネットワークの充実強化等

②ベンチャー企業等支援強化事業

　コーディネーターを配置し、ベンチャー企業等を発掘・育成、情報交換やワークショップを
実施。

③戦略的IT経営推進事業

　ITユーザー企業と情報関連企業とのマッチングを図り、ITユーザー企業にIT専門の人材
を育成する。

④ＩｏＴ活用人材育成事業

　中小企業の競争力強化に必要なＩｏＴについて中小企業等を対象として啓発セミナーを開
催。
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分　類 事　項　名 中小企業金融対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 282,162 ) ( 275,162 )

283,061 276,811

216,315

②管理指導事務費 320

③競争力強化対策事業 4,978

④金融業対策関連事業 1,649

17,596

⑥創業者設備貸与事業割賦損料補助事業 5,279

⑦経営革新等支援設備貸与事業割賦損料補助事業 30,674

  貸金業者指導・監督に係る経費等

⑤創業ゼロ金利補助金

　優秀なビジネスプランを有する創業者が新規創業資金を借り入れる場合、当初２年間の
利息をゼロとするため、創業者に対し、支払った利息相当額の補助を行うもの。

  優秀なビジネスプランを有する創業者が設備貸与事業を利用した場合に、当初２年間の
割賦損料を免除

　県の重点分野や地場産業に属する中小企業、経営革新等を行う中小企業・小規模事業
者が設備貸与事業を利用した場合に、割賦損料率を軽減

説　明

①中小企業者向け融資制度金融機関等補助金

　中小企業・小規模事業者向け融資を取り扱う金融機関等に対し、利子等の補助を行う。

  単県制度融資に係るパンフレット作成

　中小企業・小規模事業者が、新分野進出等を行う場合、融資に必要な計画の認定業務
の委託と設備貸与に対する割賦損料の補助等を行うもの。
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分　類 事　項　名 商工団体支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,886,866 ) ( 1,883,602 )

1,886,866 1,883,602

①組織化支援事業 115,662

②小規模事業支援事業 1,766,873

③おかやま優良小売店表彰事業 1,067

分　類 事　項　名 中小企業支援センター事業推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 45,548 ) ( 40,837 )

45,548 43,203

①県中小企業支援センター事業 22,091

　・支援体制整備事業

　・成長企業等支援事業

　・中小企業ＢＣＰ策定支援事業

②産業支援ネットワーク整備運営事業 15,405

③景況調査事業 974

【重点事業】

新④事業承継促進事業 4,733

2,999

　ＢＣＰ（事業継続計画）の策定を促進するためのセミナー開催や、専門家によるＢＣＰ策
定支援。

　ポータルサイトによる中小企業の製品・技術情報、支援機関の施策・制度の紹介等

　県内企業業況等景況を調査

　円滑な事業承継促進のため、セミナー、研修会、個別相談会、専門家派遣等を実施。

説　明

15,624

　プロジェクトマネージャー及びサブマネージャーを各１名配置し、経営革新や創業等の
支援事業を行うほか、円相場等の突発的事項に対する特別相談を行う。

3,468

　成長意欲のある企業を掘り起こすためのＰＲや、成長段階に応じた専門家によるアドバ
イスの実施。

説　明

　中小企業団体中央会が行う組織化支援事業への補助
　巡回指導員等の人件費及び事業費

  商工会、商工会議所、商工会連合会等が行う経営改善普及事業への補助
　経営指導員等の人件費及び事業費

　県内の優良な小売店をWebで広くＰＲし、地域住民のみならず県内外から多くの人を呼び
活性化するもの
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分　類 事　項　名 創業等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 68,736 ) ( 89,028 )

71,166 91,458

①起業家人材育成支援事業 5,543

②ソーシャルビジネス支援事業 3,287

③岡山県小規模事業者活性化支援補助金 24,790

④ビジネスリーダー養成事業 6,051

⑤未来のおかやま経済活性化事業 1,728

⑥女性創業サポートセンター事業 8,362

⑦地域産業人材育成事業 7,543

⑧ものづくり補助金採択企業フォローアップ支援事業 11,757

⑨中小企業クラウドファンディング支援事業 12,180

【重点事業】

新 ⑩岡山生産性向上人材育成事業 10,217

　補助金採択企業に対して、設備投資の効率的運用、商品販路開拓を支援するための
フォローアップを行う。

　優秀なビジネスプランを有する小規模事業者等が、商品やマーケティングをブラッシュ
アップする支援を行うとともに、クラウドファンディング取扱事業者へ審査を委託する。

　若手社員から経営者までの各階層を対象に、経営管理や収益率向上など、生産性の向
上のための研修を実施する。

説　明

　創業支援機関による連絡会議、起業家人材の育成支援研修、専門家による支援

　ソーシャルビジネスの認知度向上、担い手育成等に努めるとともに、専門家による起業支
援を行い、ソーシャルビジネスの振興を図る。

　今後の発展が見込める新たな分野や事業へのビジネス展開を図ろうとする小規模事業者
に対し、創業や第二創業に要する経費の一部を助成。１／２補助（上限１００万円）

　新たな発想を持って変革に挑戦し続けるビジネスリーダーを養成するための講座等

　未来の岡山経済を担う若手経営者を養成するための講座等

　女性の創業への気運の醸成と創業支援を目的として、各種相談への対応のほか、創業支
援研修やセミナー、交流会を開催する。

　地域産業振興の推進役となる県、市町村職員等の能力向上を図る連続講座の開催
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分　類 事　項　名 研究開発費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 14,704 ) ( 13,969 )

41,903 44,405

・工業技術センター研究開発事業

①提案公募型研究開発事業 3,500

②基盤技術形成事業 14,796

　　技術シーズの形成（４テーマ）

895

　　技術シーズの応用研究（１テーマ）

④実用化技術開発事業 25,214

　　技術シーズをもとに実用化・製品化（７テーマ）

説　明

　　大学、企業等との共同研究（４テーマ）

③応用技術開発事業
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分　類 事　項　名 観光地魅力向上対策事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 290,849 ) ( 272,282 )

291,849 287,382

①観光立県戦略推進事業 6,830

　・観光振興アドバイザー事業

　・観光資源戦略的プロモーション事業

②広域観光推進事業 39,312

　・広域観光連携事業

　・DISCOVER WEST 連携協議会負担金

　・広域観光誘致対策事業

　うち【重点事業】

　・瀬戸内ブランド推進事業

③観光情報ＰＲ事業 4,906

　・魅力発信ツール作成事業

　・観光情報センター運営事業

④フィルムコミッション事業 2,283

⑤コンベンション誘致推進事業 2,409

⑥観光客動態調査 5,249

　観光施策推進の基礎資料とするため、総観光客数や観光消費額を把握する。

531

　岡山県の魅力を紹介する「おかやま旅マップ」の作成

4,375

　全国に向けて観光情報を発信している観光情報センターの運営を支援する。

　映画等のロケ誘致、支援

　コンベンションを誘致するため、市町村間の情報共有や連携強化を進める。

5,228

　  中国五県とＪＲが一体となって、首都圏等への誘客事業に取り組む協議会への負担金

2,335

　観光パンフレット等を利用し、観光情報の発信や旅行会社等への訪問を通じた誘客活
動を実施

28,200

　　 瀬戸内を共有する７県が設立した瀬戸内ブランド推進連合の取り組みに要する経費

説　明

483

　「観光振興アドバイザー会議」を開催し、県の観光施策について定期的な助言を受ける。

6,347

　旅行会社と県内観光関係者が直接的に情報交換する機会をさまざまな形で提案し、意欲
ある観光事業者による地域主体の観光プログラムの旅行商品化を目指す。

3,549

　近県と県域を越えた観光地間の連携や共同での観光ＰＲなどの取組により誘客促進を
図る。
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⑦観光案内板管理 3,363

　県内のＳＡ・ＰＡ及び主要観光地に設置している全県観光案内板等の維持管理

⑧「岡山にカモモーン！！」 2,281

　大阪府内での観光プロモーションの実施

⑨おかやま観光マーケティング事業 9,800

⑩観光情報発信機能強化事業 22,543

⑪旅行商品化促進機能強化事業 36,406

　うち【重点事業】

【重点事業】

新⑫日本遺産等観光宣伝強化事業 20,000

【重点事業】

⑬岡山後楽園の魅力創造・発信事業 7,500

⑭タイアップキャンペーン事業 4,500

【重点事業】

⑮晴れの国おかやまデスティネーションキャンペーン 120,000

　Ｈ26年度から実施しているマーケティング調査分析から導き出される観光コンセプトを県
内外への情報発信に活用する。また、ワークショップで導き出された観光素材やモデルコー
ス等の提案をもとに、旅行会社ＷＥＢサイト等においてプロモーションを行う等の情報発信を
行う。

　首都圏での観光ＰＲの実施や着地型観光素材を宣伝するメディア枠の確保等、広域的、
効果的に情報発信を行うことで本県の認知度を向上させる。

　観光素材の商品化を支援する仕組みの導入

　旧閑谷学校の日本遺産認定など話題性のある観光素材を積極的にＰＲするため、観光Ｐ
Ｒレディ及び「ももっち・うらっち」を活用して県外ＰＲ活動と県内でのおもてなし活動を行い、
観光客の増加を図る。

　後楽園と岡山城のさらなる連携に向け、岡山市等との連携組織を設置し広報活動を展開

　本県の交通の利便性や豊富な観光資源のＰＲにあわせ、ご当地グルメ情報を提供し、本
県の観光宿泊誘客に繋げる。

　デスティネーションキャンペーンに向け、官民の連携により、全国レベルでの情報発信、旅
行商品造成の促進、観光素材の発掘、磨き上げや２次交通の整備等に取り組む。平成28
年度（４～６月）に本番ＤＣを、また平成29年度（４月～６月）にアフターＤＣを開催する。

・着地型観光素材活用助成事業 8,000
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分　類 事　項　名 国際観光推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 87,413 ) ( 111,404 )

87,413 111,404

①国際観光テーマ地区誘客促進事業 1,500

②外国人観光客誘致事業等 5,314

③ＶＪ地方連携事業 6,845

97,745

　うち【重点事業】

　・東アジアでの認知度アップと東南アジアでのプロモーション

　・民間企業、他県等との連携拡大

　うち【重点事業】

　・インバウンド拡大への隘路解消プロジェクト

　　台湾での知事プロモーションのほか、韓国ブロガーによる情報発信や多言語
　ホームページの充実・強化等を実施

18,064

　　近隣県・ＪＲと連携し、東南アジア向け観光ＰＲ資材作成等を新規で実施

19,068

　　羽田空港利用による岡山への誘客拡大

説　明

　岡山県国際観光テーマ地区誘客促進協議会への負担金

　国際観光展出展、上海事務所による観光ＰＲ、多言語パンフレットの作成による観光情報
発信等

　国のビジット・ジャパン事業の一環として、国、中四国各県等と連携して行う現地観光説明
会や視察ツアーなどの外国人観光客誘致事業

④アジア総合プロモーション事業

60,613
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分　類 事　項　名 観光支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 42,650 ) ( 42,650 )

42,650 42,650

①岡山県観光連盟助成事業 25,700

②大規模イベント等共催事業 16,950

分　類 事　項　名 職場適応訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 437 ) ( 217 )

874 434

①職場適応訓練事業 434

分　類 事　項　名 労働関係調査費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

310 326

・労使関係総合調査事業 326

説　明

　障害者等就職が比較的困難な求職者に対し、作業環境への適応を図るため、訓練終了
後そのまま採用する見込のある事業主に委託して、手当を支給しながら行う職場実習

説　明

　厚生労働省からの委託事業として労使関係総合調査を行い、県内の労働組合について
基本事項等に関する調査を行うもの。

説　明

　観光事業の振興のため、推進母体である公益社団法人岡山県観光連盟が実施する観光
事業に対して、経費の一部を負担する。

　おかやま桃太郎まつり、ハートランド倉敷等への負担金
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分　類 事　項　名 産業人材育成事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 26,759 ) ( 28,924 )

41,541 48,237

①職業能力開発協会補助金 38,097

②技能検定指導監督事業 265

③高校生のものづくり技能取得支援事業 6,855

　・技能検定合格に向けた事前講習のため、専門校の訓練指導員等を派遣

　・県高等学校工業教育協会へ練習用材料費の一部を補助

　・技能検定実技試験受検手数料（機械保全職種）の補助

　・高校生の技能検定実技試験受検料減免額相応を職業能力開発協会へ補助

④岡山県産業人材育成コンソーシアム活性化事業 193

⑤技能検定受検支援環境整備事業 1,784

⑥高校生ジュニアマイスター１０００人創出事業 1,043

説　明

　職業能力開発促進法の規定に基づき、岡山県職業能力開発協会が実施する技能検定
及び職業訓練に関する指導・情報提供事業等に対する事業経費、運営費を助成する。

　技能検定の円滑な実施を図るための県事務費

　工業高校生の技能検定合格に向けた支援を実施し、産業の担い手を育成する。

　産業人材育成に携わる関係機関が連携し、課題解決に向けて意見交換を行う。

　県内の技能労働者の技能水準の高度化を図る。

　高校生が各種の国家資格や検定を取得しジュニアマイスターの称号を取得する取組につ
いて、教育委員会と連携した支援を行う。
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分　類 事　項　名 職業能力開発校事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 29,791 ) ( 30,169 )

79,131 79,508

①学卒者訓練事業 20,914

②離転職者訓練事業等 50,483

　　・離転職者訓練

　　　職業の転換を必要とする労働者(離転職者)対象(定員195名)

③委託訓練事業 961

　　(株)吉備ＮＣ能力開発センターにおいて行う障害者特別委託訓練(3名)

④在職者訓練事業 1,333

⑤実習訓練事業 2,440

新⑥県立高等技術専門校魅力発信事業 3,377

分　類 事　項　名 職業訓練奨励費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 30,360 ) ( 27,639 )

60,720 55,278

①訓練手当支給事業 55,278

説　明
　知的・身体障害者、寡婦等に対し、経済的負担を軽減するために訓練手当を支給する。

説　明

　新規学卒者(中学校・高等学校)を対象(定員225名)として、職業に必要な技能を習得させ
るために行う訓練

50,483

　　技能向上を希望する在職者対象(24ｺｰｽ、定員515名)

　訓練生が現場・企業等において行う訓練

　職業能力開発支援員を配置し、県内の高校や企業を訪問して専門校の魅力を発信、入
校促進や在職者訓練の活用、就職先企業の開拓を進める。
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分　類 事　項　名 人材育成訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

450,416 431,348

①再就職促進訓練事業 356,670

②巡回就職支援指導員設置事業 36,729

③日本版デュアルシステム訓練事業 25,281

④障害者委託訓練事業 12,668

　民間教育訓練機関を活用して行う障害者を対象とした委託訓練
　5コース 定員46名説　明

　民間教育訓練機関を活用して行う委託訓練
　94コース　定員1,579人

　訓練生に対する就職情報提供・就職相談の実施等
　支援指導員等　17名

　民間施設での座学を中心とした訓練を先行し、企業での実習（研修）を組み合わせた委
託型の職業訓練　　6コース　定員90人
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分　類 事　項　名 若年労働者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 72,316 ) ( 113,035 )

72,316 113,035

①おかやま若者就職支援センター運営事業 57,590

②新規学卒者合同就職面接会開催事業 4,642

③ニート脱出応援事業 8,090

④晴れの国おかやまＩＪＵターン就職応援事業 11,762

　・晴れの国おかやまＩＪＵターン就職応援事業　 714

　うち【重点事業】

　・大学生等人材還流推進事業　　11,048

【重点事業】

⑤ふるさと岡山就職支援事業 30,951

　　・岡山魅力再発見事業（企業見学バスツアー等）　10,594

　　・県内企業魅力ＰＲ事業（インターンシップ事業）  7,716

　　・就職準備資金応援事業（就職準備資金利子補給）  5,200

　　・女性就職応援事業（就職相談会等）  7,441

　就職支援協定締結大学や東京・大阪等で開催されるＩＪＵターン相談会等に赴き、移住
希望者等に対する就職相談を実施する。

　県内大学生や他県に進学した本県出身学生等と県内中小企業とのマッチングのための
合同企業説明会・面接会を県内及び東京・大阪で開催する。

　本県の労働力を確保するため、Uターン就職や女性の就職促進に向けた相談会等を実施
するほか、県内企業へ就職する学生等への就職準備資金の利子補給等を実施する。

説　明

　若年失業者やフリーター等を対象に、カウンセリングからハローワークを通じた職業紹介ま
での一貫したサービスをワンストップで提供する「おかやま若者就職支援センター」を設置
し、若者の就職支援を行う。

　・おかやま若者就職支援センター(岡山・倉敷・津山)の運営委託　　　　44,645
　・事務所賃借料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,945

　就職未内定の新規学卒者（卒業後３年以内を含む）を対象とした就職面接会の開催

　｢地域若者サポートステーション｣(国委託事業)と連携してニート等若年無業者に対する各
種支援事業(就労セミナー、訪問相談等)を実施
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分　類 事　項　名 高年齢者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 9,900 ) ( 9,080 )

9,900 9,080

①高年齢者就職促進事業 9,080

分　類 事　項　名 障害者雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 8,306 ) ( 8,162 )

8,306 8,162

①障害者雇用対策事業 1,532

　・ワークフェア・インおかやま

　・手話相談員

　・就職準備講習会、就職面接会

　・障害者雇用促進アドバイザー・雇用促進会議（セミナー）

②障害者就業促進事業 6,630

　・岡山県障害者就業・生活支援センター事業

分　類 事　項　名 企業人材確保対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 11,541 ) ( 20,938 )

11,541 20,938

①岡山県企業人材確保支援センター 11,938

【重点事業】

②プロフェッショナル人材ＩＪＵターン等支援事業 9,000
説　明

　本庁、東京・大阪事務所に企業人材コーディネータを配置し、県内企業と求職者のマッ
チング、県外大学生のUターン促進、誘致企業の人材確保支援を実施する。

　県内の中堅・中小企業が大都市のプロフェッショナル人材を受け入れるための「試用就
業」を実施する際の受入費用の半額を補助する。

説　明

　｢ワークフェア･インおかやま｣の開催、ハローワークへの手話相談員派遣、就職準備講習
会の開催、障害者雇用促進アドバイザーの派遣、セミナーの実施等

303

261

439

529

　備前・備中地域に県単独で就業支援ワーカーを１名ずつ配置

説　明

　(公社)岡山県シルバー人材センター連合会への補助(補助対象経費の1/2以内）
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分　類 事　項　名 勤労者福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 32,777 ) ( 28,720 )

32,986 28,720

①労働団体等育成指導事業 1,212

②ワーク・ライフ・バランス推進事業 25,559

　・ワーク・ライフ・バランス推進事業

【重点事業】

新　・育児休業取得促進事業

　　男性の育児休業取得を推進するため、経営者の理解促進と意識改革を行う。

③労働教育推進事業 1,780

　・労働教育講座開催事業

　・労働教育資料事業

④技能尊重気運醸成推進事業 169

　・各種技能競技大会事業　　44

　・障害者競技大会（アビリンピック）事業　　125

分　類 事　項　名 循環型産業クラスター形成促進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 3,000 ) ( 3,131 )

42,813 44,081

①地域ミニエコタウン事業 29,242

②中四国環境ビジネスネット事業 14,839

説　明

循環型社会形成推進モデル事業費補助等
　(施設整備:上限25,000千円、技術開発:上限4,000千円　補助率各1/2)
　※岡山市、倉敷市の施設整備の補助率は1/4

　産学官連携組織によるビジネスマッチングやフォーラムの開催等

説　明

　ファミリー・サポート・センター事業に必要な経費への補助等

23,076

2,483

　事業主・人事労務担当者・労組関係者・一般県民等を対象とした「労働問題セミナー」等
の開催や広報誌の発行を通じて労働問題の普及啓発を図る。

356

1,424

32



分　類 事　項　名 鉱業対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 13,098 ) ( 12,401 )

13,098 12,401

①休廃止鉱山対策事業 12,401

　鉱害防止対策事業に対する補助（補助率　1/8以内）

分　類 事　項　名 県産品競争力強化支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 132,591 ) ( 139,828 )

132,591 146,095

【重点事業】

①首都圏アンテナショップ事業 121,062

②伝統的工芸品等物産振興事業 2,511

【重点事業】

新③おかやまの逸品発掘事業 4,000

【重点事業】

新④首都圏ニーズ収集活用事業 3,000

新⑤県産品情報管理システム活用推進事業 1,000

【重点事業】

⑥首都圏向け知名度向上強化事業 14,522

　マスコミ等を活用し、首都圏において、岡山県や県産品の知名度を向上させ、「岡山県」
のブランドイメージを確立し、地域産業の振興を図る。

説　明

説　明

　首都圏における岡山県の認知度アップ、地域のブランド化を目指すための営業拠点とし
てのアンテナショップを運営するとともに、民間団体・事業者等と連携して催事スペースを有
効活用した情報受発信に取り組む。

　伝統的工芸品等の県産品を、県内外の一般消費者及びバイヤーへ紹介・斡旋することに
より県内産業の振興を図る。

　コーディネーターを配置し、首都圏に通用する県産品を発掘し、アンテナショップや首都
圏バイヤーに情報提供する。

　おかやまの逸品発掘事業のコーディネーターを活用し、アンテナショップの入館者や首都
圏バイヤーから、数字に表れないニーズや生の声を収集・把握し、県内事業者に提供し
て、首都圏に通用する商品づくりを支援する。

　県内中小企業等が製造・販売する県産品関連情報を管理するとともに、アンテナショップ
の出品企業に売上状況や消費者の評価をフィードバックすること等を通じ、販路開拓や商
品開発を支援する。
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分　類 事　項　名 石油貯蔵施設立地対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

143,927 143,881

①石油貯蔵施設立地対策事業 143,881

分　類 事　項　名 電源立地特別対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

310,677 321,474

①岡山県電源立地特別補助金 321,474

分　類 事　項　名 産業労働総合対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 9,682 ) ( 4,661 )

9,682 4,661

①県人会開催事業 1,962

　各県人会行事への派遣及び県産品のＰＲを実施

②おかやま魅力情報発信事業 2,699

　大阪事務所におけるイベントや展示会への出展による情報発信

分　類 事　項　名 緊急雇用創出事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

770,423 0

前年度予算額 本年度要求額
事業費計 ( 5,335,023 ) ( 4,867,991 )

7,801,639 6,690,349
一般行政 前年度予算額 本年度要求額

( 6,037,195 ) ( 5,548,560 )
経　費　計 8,609,878 7,446,220
一般会計 前年度予算額 本年度要求額

( 7,757,430 ) ( 7,295,886 )
の　　計 10,448,343 9,315,094

説　明

説　明
終了事業

説　明
　対象：津山市・鏡野町　公共施設維持管理等

説　明
　石油貯蔵施設周辺地域(倉敷市及び周辺6市町)の消防防災施設等整備　
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(岡山県中小企業支援資金貸付金特別会計) （単位：千円）

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備導入資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

15,876 369,122

・債権管理費等 15,006

　貸与機関等による債権管理・回収、検査・指導業務の事務費等

・国への償還金 354,116

　

分　類 事　項　名 中小企業高度化資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

827,088 273,698

①中小企業基盤整備機構への償還金 164,664

②一般会計繰出金 51,406

③中小企業高度化資金貸付金 40,800

④事業共同化等促進診断事業 16,828

分　類 事　項　名 創業・経営革新等設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

432,250 200,147

200,000

　小規模事業者等の設備投資に対して貸与機関が行う貸付に要する原資貸付金等

　　　新規貸付枠：２００，０００千円

②中小企業基盤整理機構への償還金 147

　

説　明

・創業・経営革新等設備貸与資金貸付金

①事業原資及び基金原資貸付金

説　明

説　明

・高度化資金貸付金及び中小企業基盤整備機構償還金等

　過去に行った貸付金のうち、中小企業基盤整備機構負担分の償還金

　過去に行った貸付金のうち、一般会計負担分の償還金

　中小企業の事業組合等が行う工場や店舗の集団化の整備に要する資金の貸付金
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分　類 事　項　名 新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

939,506 355,569

300,000

　中小企業者等の設備投資に対して貸与機関が行う貸付に要する原資貸付金等

　　　新規貸付枠：６００，０００千円

55,569

前年度予算額 本年度要求額

( 0 ) ( 0 )

2,214,720 1,198,536

中小企業

支援資金

特別会計

の　　　計

説　明

・新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

①事業原資貸付金

②県債（市中借入）の償還金
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（岡山県内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 内陸・流通団地管理事業費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

578,718 1,562,274

①既設工業団地用地管理及び分割工事等 151,859

【重点事業】

②新産業団地開発事業 1,410,415

分　類 事　項　名 県債元金償還金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

1,179,348 1,179,218

説　明 ・県債元金償還金 1,179,218

分　類 事　項　名 県債利子償還金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

70,588 52,366

説　明 ・県債利子償還金 52,366

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

657 205

説　明 ・県債取扱事務費 205

内陸流通 前年度予算額 本年度要求額

特別会計 ( 0 ) ( 0 )

の　　計 1,829,311 2,794,063

特別会計 前年度予算額 本年度要求額

( 0 ) ( 0 )

の　　計 4,044,031 3,992,599

産業労働 前年度予算額 本年度要求額

( 7,757,430 ) ( 7,295,886 )

部の計 14,492,374 13,307,693

 団地取得及び整備のために行った起債の元金償還金

 団地取得及び整備のために行った起債の利子償還金

 起債償還に要する手数料

説　明

　県南内陸部における産業用地を確保するため、岡山市との連携のもと、空港南産業団
地の開発を推進
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